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2023 年 2月 17 日 

各 位 

株式会社 北日本銀行 

 

きたぎん SDGs 経営サポートによる「SDGs 宣言」策定支援について 

～株式会社 祐文堂～ 

 

株式会社北日本銀行（頭取 石塚恭路）は、取引先企業さまの SDGs への取り組みを評価分析し、

SDGs 経営を支援する「きたぎん SDGs 経営サポート」を取り扱っております。この度、本サービス

のうち Basic（基本版）を通じて、株式会社 祐文堂様（代表取締役 庄子友博）が SDGs 宣言を策定

されましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 今後とも当行は、取引先企業さまの SDGs の取り組みを支援し、持続的な地域社会の実現に貢献

してまいります。 

記 

１． 会社概要 

会 社 名 株式会社 祐文堂 

所 在 地 〒985-0016 宮城県塩竃市港町２丁目６－１１ 

代 表 者 代表取締役 庄子友博 

業 種 小売業 

 

２． 重点項目 

 

 

３． きたぎん SDGs 経営サポートについて 

取引先企業さまの SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への取り

組みを促進するため、取引先企業さまの SDGs の取り組み状況を確認し、優先課題を決定した

上で、目標設定を行うこと（Basic：基本版）、また、サプライチェーン分析による事業活動の

流れと SDGs 貢献度を分析し、未来志向の目標設定（Progress：発展版）をお手伝い致します。 

以 上 

 

 

 

［本件に関するお問い合わせ先］ 

営業統括部 事業コンサルティング室（担当：加藤） TEL：019-626-6529 



当社について

現状のSDGsに対するマテリアリティ（重要課題）

写真2企業ロゴなど

写真1

企業概要

(店舗所在地：宮城県多賀城市)

コンプライアンス・ガバナンス

マテリアリティ（重要課題）

エネルギー使用量の削減、廃棄物の3Rの推進、グリーン購入・調達

子育てと仕事の両立支援、従業員のキャリア開発、リスキリング機会の用意

寄付活動、地域金融機関との連携、地産・地消の推進

情報セキュリティ対策、業務効率化や生産性の向上、デジタル技術の活用

大項目

環境の保全

従業員の働きがい

地域社会への貢献

株式会社　祐文堂

代表取締役　庄子友博

当社は、昭和29年に創業。宮城県塩釜市に本社を置き、文具・事務用機器をはじめとしたオ

フィス用品の卸売業を行っております。 

昭和56年に多賀城に出店し、行政関連施設のほか民間企業へ身近な文具店として地場に

根付いた取組を推進し、グリーン購入法に則り地球環境に配慮した製品も販売しております。               

コロナ禍で、既存製品のほか空気清浄機を自社で取扱うなど、移り変わる時代の変化に対

応した商品の販売や、導入を企業と寄り添いながら提案を行っております。                              

自社の屋根に太陽光を設置し、再生エネルギーの活用にも取り組んでおり、環境に配慮し

た省エネ機器の導入を検討する企業へ、価値あるサービスを提供致します。 



マテリアリティ（重要課題）

株式会社　祐文堂　SDGs宣言書

当社は、国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、
以下のマテリアリティ（重要課題）への取り組みを通じて貢献します。

2023年2月17日
株式会社　祐文堂

代表取締役　庄子友博

【企画・制作協力：株式会社日経リサーチ 「SDGs経営推進プロジェクト」】

お客様のより豊かで幸せな明日の為、新たな価値の創造と環境負荷の低減を同時に推進致します。

 環境の保全

・電気使用量を前年比5％削減
・廃棄物のリサイクル率の向上
・グリーン購入率アップに向けた活動の積極的推進

 ▼ 目標・取り組み内容

 従業員の働きがい

互いの個性を認め、共に成長する仲間と夢に向かって前進していきます。

 ▼ 目標・取り組み内容

・育児を理由とした離職人数ゼロ

・従業員の社外研修受講率アップ

・従業員の資格取得者比率アップ

 地域社会への貢献

地域のご縁を大切に繋げ、心と心のつなぎ役として、人がいきいきと暮らす豊かな社会を創り続けま
す。

 ▼ 目標・取り組み内容

・最終利益の5％以上を各自治体へ寄付
・地域金融と連携したSDGs連携、貢献
・国産材使用製品を購入した顧客への特典または地場企業との連携

・個人情報漏洩事故ゼロ
・紙の使用量20％削減

 ▼ 目標・取り組み内容

 コンプライアンス・ガバナンス

更なるコンプライアンス体制の構築と充実を目指します。

・毎年の最終利益の10％以上をICT、システムに投資


